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(57)【要約】
【課題】耐環境性に特に優れた光学電子機器を提供する
。
【解決手段】光学電子機器１は、外表面に開口部１６が
設けられた筐体１０と、開口部１６に挿通されたケーブ
ル５０と、ケーブル５０に取付けられたブッシュ６０と
、樹脂封止部８０とを備える。ブッシュは、ケーブル５
０と筐体１０とに密着することでケーブル５０と筐体１
０との間の隙間を封止する。樹脂封止部８０は、開口部
１６を取り囲む部分の筐体１０の内表面と、開口部１６
から筐体１０の内部に引き出された部分のケーブル１５
の表面とを覆うように、筐体１０の内部において局所的
に設けられる。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外表面に開口部が設けられた筐体と、
　前記筐体に組付けられた光学部品と、
　前記筐体に収容された電子部品と、
　前記開口部に挿通されることにより、一端が前記筐体の内部に引き込まれて前記電子部
品に電気的に接続されるとともに、他端が前記筐体の外部に引き出されたケーブルと、
　筒状の形状を有するとともに前記ケーブルに取付けられ、前記ケーブルと前記筐体とに
密着することで前記ケーブルと前記筐体との間の隙間を封止するブッシュと、
　前記開口部を取り囲む部分の前記筐体の内表面、および、前記開口部から前記筐体の内
部に引き込まれた部分の前記ケーブルの表面を覆うように、前記筐体の内部において局所
的に設けられた樹脂封止部とを備えた、光学電子機器。
【請求項２】
　前記開口部に対応する部分の前記筐体の内部に、前記開口部から前記筐体の内部に引き
込まれた部分の前記ケーブルが挿通配置されるケーブル挿通室が設けられ、
　前記ケーブル挿通室が、前記樹脂封止部によって充填されている、請求項１に記載の光
学電子機器。
【請求項３】
　前記ブッシュのうちの前記ケーブルの前記一端側に位置する内側端部が、前記開口部に
挿入され、
　前記樹脂封止部が、前記ブッシュの前記内側端部の表面をさらに覆っている、請求項１
または２に記載の光学電子機器。
【請求項４】
　環状の形状を有するとともに前記筐体に組付けられ、前記ブッシュを前記筐体に固定す
る固定部材をさらに備え、
　前記ブッシュが、ゴムからなる、請求項１から３のいずれかに記載の光学電子機器。
【請求項５】
　前記開口部が、前記筐体の前記外表面に設けられた凹部の底面に設けられ、
　前記固定部材が、前記凹部に嵌着されることにより、前記ブッシュの少なくとも一部を
前記ケーブルとの間で前記ケーブルの径方向において挟み込んでいる、請求項４に記載の
光学電子機器。
【請求項６】
　前記固定部材が、前記ブッシュの少なくとも一部を前記凹部の前記底面との間で前記ケ
ーブルの延在方向においてさらに挟み込んでいる、請求項５に記載の光学電子機器。
【請求項７】
　前記ケーブルは、導電線を含む芯線と、前記芯線を覆うシースとを有し、
　前記芯線は、前記ケーブルの前記一端側の部分において、前記シースによって覆われる
ことなく露出し、
　前記ケーブルの前記一端側に位置する前記シースの端部が、前記樹脂封止部によって覆
われている、請求項１から６のいずれかに記載の光学電子機器。
【請求項８】
　前記シースが、フッ素系樹脂からなる、請求項７に記載の光学電子機器。
【請求項９】
　前記ブッシュが、フッ素系ゴムからなる、請求項１から８のいずれかに記載の光学電子
機器。
【請求項１０】
　前記樹脂封止部が、エポキシ樹脂からなる、請求項１から９のいずれかに記載の光学電
子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、光学部品と電子部品とを備えた光学電子機器に関し、特に、筐体の内部から
ケーブルが外部に引き出されてなる光学電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、電子機器においては、電力を供給するための電源ケーブルや外部端末に接続す
るための信号ケーブル等が筐体の内部から引き出される構造が採用されている。その場合
には、筐体に開口部が設けられ、当該開口部を挿通するようにケーブルが配置されること
になる。このような構成においては、耐環境性を確保するために、筐体の内部の空間を外
部から封止するための封止構造が当該開口部近傍に適用されることが一般的である。
【０００３】
　たとえば、特開２００７－２７１５１２号公報（特許文献１）には、開口部を取り囲む
部分の筐体の外表面に円筒状のボス部が設けられるとともに、ケーブルを筐体に挿入する
に先立って予めケーブルに円筒状のゴムブッシュが装着され、ケーブルの筐体への挿入に
際して、ゴムブッシュが装着された部分のケーブルがボス部の内側および開口部の内側に
圧入されるように構成された封止構造を備えてなる光電センサが開示されている。
【０００４】
　当該封止構造を採用した場合には、ゴムブッシュがケーブルの径方向において筐体とケ
ーブルとによって挟み込まれることになるため、圧縮されたゴムブッシュによって筐体と
ケーブルとの間に隙間が生じることが防止されることになり、これによって筐体の内部の
空間が外部から封止されることになる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２７１５１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記封止構造を採用した場合にも、相対的に厳しい環境下においては、
未だ十分な耐環境性が確保されているとは言えない状況にある。たとえば、経時的な温度
変化が激しく、かつ、切削油等の油や腐食性が高い薬品等が大量に使用される環境下にお
いては、上記封止構造を採用した場合にも、ゴムブッシュ自体が劣化してしまったり、ケ
ーブルのシースが劣化してしまったりするおそれがあり、十分な耐環境性を長期間にわた
って確保することが困難になる。
【０００７】
　このようなゴムブッシュやシースの劣化により、電子機器の耐環境性が低下した場合に
は、筐体の内部に水分が侵入することによって電気回路にショートが発生するおそれがあ
り、電子機器の故障の原因となってしまう。また、上述した光電センサの如くの光学部品
を具備した光学電子機器においては、筐体の内部に水分が侵入することによってこれが光
学部品の表面に結露してしまい、誤作動が誘発される原因ともなってしまう。
【０００８】
　特に、シースが劣化してしまった場合には、毛細管現象によって直ちにケーブルの内部
を伝って水分が筐体の内部に侵入してしまうため、上述したような相対的に厳しい環境下
においては、その製品寿命が大幅に損なわれてしまうことに繋がりかねない。
【０００９】
　また、ある種の電子機器においては、耐環境性を確保するために、電子部品が収容され
た筐体の内部の空間が樹脂材料によって封止される構造が採用されている。しかしながら
、上述したような光学電子機器においては、当該樹脂材料によって光が遮られてしまった
り、あるいはこれが減衰してしまったりすることが懸念されるため、当該構造を採用する
ことは非常に困難である。
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【００１０】
　したがって、本発明は、上述した問題に鑑みてなされたものであり、耐環境性に特に優
れた光学電子機器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に基づく光学電子機器は、筐体と、光学部品と、電子部品と、ケーブルと、ブッ
シュと、樹脂封止部とを備えている。上記筐体は、その外表面に開口部が設けられている
。上記光学部品は、上記筐体に組付けられており、上記電子部品は、上記筐体に収容され
ている。上記ケーブルは、上記開口部に挿通されることにより、一端が上記筐体の内部に
引き込まれて上記電子部品に電気的に接続されるとともに、他端が上記筐体の外部に引き
出されている。上記ブッシュは、筒状の形状を有するとともに上記ケーブルに取付けられ
ており、上記ケーブルと上記筐体とに密着することで上記ケーブルと上記筐体との間の隙
間を封止している。上記樹脂封止部は、上記開口部を取り囲む部分の上記筐体の内表面、
および、上記開口部から上記筐体の内部に引き込まれた部分の上記ケーブルの表面を覆う
ように、上記筐体の内部において局所的に設けられている。
【００１２】
　このように構成することにより、筐体の内部において、ケーブルと筐体との境界部が樹
脂封止部によって局所的に覆われることになる。そのため、ブッシュを用いた封止構造に
加え、当該樹脂封止部を用いた封止構造が付加されることになり、二重の封止構造を得る
ことが可能となって封止性能の大幅な向上が図られることになる。なお、ブッシュとして
は、ゴムやプラスチック等、ケーブルと筐体との間の隙間を封止することができるもので
あれば、どのようなものであってもよい。
【００１３】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記開口部に対応する部分の上記筐体の
内部に、上記開口部から上記筐体の内部に引き込まれた部分の上記ケーブルが挿通配置さ
れるケーブル挿通室が設けられていることが好ましく、その場合には、上記ケーブル挿通
室が、上記樹脂封止部によって充填されていることが好ましい。
【００１４】
　このように構成することにより、筐体の内部において局所的に樹脂封止部を設けること
が容易に行なえるようになる。
【００１５】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記ブッシュのうちの上記ケーブルの上
記一端側に位置する内側端部が、上記開口部に挿入されていてもよく、その場合には、上
記樹脂封止部が、上記ブッシュの上記内側端部の表面をさらに覆っていることが好ましい
。
【００１６】
　このように構成することにより、ブッシュと筐体との境界部ならびにブッシュとケーブ
ルの境界部とが樹脂封止部によって確実に覆われることになる。そのため、高い封止性能
を得ることが可能になる。
【００１７】
　上記本発明に基づく光学電子機器は、環状の形状を有するとともに上記筐体に組付けら
れ、上記ブッシュを上記筐体に固定する固定部材をさらに備えていてもよく、その場合に
は、上記ブッシュが、ゴムにて構成されていることが好ましい。
【００１８】
　このように構成することにより、筐体とブッシュとの密着性が向上することになり、高
い封止性能を得ることが可能になる。
【００１９】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記開口部が、上記筐体の外表面に設け
られた凹部の底面に設けられていてもよく、その場合には、上記固定部材が、上記凹部に
嵌着されることにより、上記ブッシュの少なくとも一部を上記ケーブルとの間で上記ケー
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ブルの径方向において挟み込んでいることが好ましい。
【００２０】
　このように構成することにより、ケーブルとブッシュとの密着性が向上することになり
、高い封止性能を得ることが可能になる。
【００２１】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記固定部材が、上記ブッシュの少なく
とも一部を上記凹部の上記底面との間で上記ケーブルの延在方向においてさらに挟み込ん
でいることが好ましい。
【００２２】
　このように構成することにより、筐体およびケーブルとブッシュとの密着性が向上する
ため、高い封止性能を得ることが可能になる。
【００２３】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記ケーブルが、導電線を含む芯線と、
上記芯線を覆うシースとを有していてもよく、またその場合に、上記芯線が、上記ケーブ
ルの上記一端側の部分において、上記シースによって覆われることなく露出していてもよ
い。その場合には、上記ケーブルの上記一端側に位置する上記シースの端部が、上記樹脂
封止部によって覆われていることが好ましい。
【００２４】
　このように構成することにより、ケーブルの芯線とシースとの境界部が樹脂封止部によ
って覆われることになる。そのため、シースが劣化した場合においてケーブルの内部を経
由するように形成される水分の侵入経路が、当該樹脂封止部によって遮断できることにな
り、高い封止性能を得ることが可能になる。
【００２５】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記シースが、フッ素系樹脂にて構成さ
れていてもよい。
【００２６】
　このように構成することにより、特に高い耐油性を得ることが可能になり、高い耐環境
性を実現することができる。
【００２７】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記ブッシュが、フッ素系ゴムにて構成
されていてもよい。
【００２８】
　このように構成することにより、特に高い耐油性を得ることが可能になり、高い耐環境
性を実現することができる。
【００２９】
　上記本発明に基づく光学電子機器にあっては、上記樹脂封止部が、エポキシ樹脂にて構
成されていてもよい。
【００３０】
　このように構成することにより、樹脂封止部と筐体およびケーブルとの密着性が向上し
、高い耐環境性を実現することができる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、耐環境性に特に優れた光学電子機器を提供することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明の実施の形態における光電センサを正面側から見た斜視図である。
【図２】図１に示す光電センサを背面側から見た斜視図である。
【図３】図１に示す光電センサの模式断面図である。
【図４】図１に示す光電センサの要部の分解斜視図である。
【図５】図１に示す光電センサのケーブル接続部の拡大模式断面図である。
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【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明の実施の形態について、図を参照して詳細に説明する。以下に示す実施の
形態においては、光学電子機器としての反射型の光電センサに本発明を適用した場合を例
示して説明を行なう。なお、以下に示す実施の形態においては、同一のまたは共通する部
分について図中同一の符号を付し、その説明は繰り返さない。
【００３４】
　図１は、本発明の実施の形態における光電センサを正面側から見た斜視図であり、図２
は、図１に示す光電センサを背面側から見た斜視図である。また、図３は、図１に示す光
電センサの模式断面図であり、図４は、図１に示す光電センサの要部の分解斜視図である
。まず、これら図１ないし図４を参照して、本実施の形態における光電センサ１の概略的
な構成について説明する。
【００３５】
　図１ないし図４に示すように、光電センサ１は、全体として略直方体形状の外形を有し
ており、筐体１０と、主たる光学部品としてのレンズ部材２０および透光板２４と、投光
素子３１および受光素子３２が実装された、主たる電子部品としての投受光用回路基板３
０と、表示操作部３３と、表示用透光部材３４と、各種のブラケット４１～４３と、ケー
ブル５０と、ブッシュ６０と、固定部材７０とを主として備えている。
【００３６】
　筐体１０は、箱形状の本体ケース１０Ａと、平板状の本体カバー１０Ｂとを含んでいる
。本体ケース１０Ａは、光電センサ１の前面、後面、上面、下面および右側面を主として
構成しており、本体カバー１０Ｂは、光電センサ１の左側面の一部を構成している。ここ
で、前面は、透光板２４が組付けられている面であり、後面は、前面とは反対側に位置す
る面である。また、上面は、表示操作部３３が組付けられている面であり、下面は、上面
とは反対側に位置する面である。
【００３７】
　これら本体ケース１０Ａおよび本体カバー１０Ｂは、たとえば金属製の部材にて構成さ
れており、好適にはステンレス製の部材にて構成される。本体ケース１０Ａは、たとえば
金属射出成形（ＭＩＭ：Metal Injection Molding）によって製作され、本体カバー１０
Ｂは、たとえば金属板をプレス加工することによって製作される。
【００３８】
　図４に示すように、本体ケース１０Ａの左側面に相当する部分には、側面開口部１４が
設けられており、当該側面開口部１４を覆うように本体カバー１０Ｂが組付けられている
。本体カバー１０Ｂは、たとえばその周縁が全周にわたってレーザ溶接されることにより
、本体ケース１０Ａに固定されている。
【００３９】
　これにより、本体ケース１０Ａおよび本体カバー１０Ｂからなる筐体１０の内部には、
収容空間１１が形成されることになり、当該収容空間１１に、上述したレンズ部材２０や
投受光用回路基板３０、表示操作部３３、ブラケット４１～４３等の各種の内部構成部品
が収容されている。なお、側面開口部１４は、上述した各種の内部構成部品を本体ケース
１０Ａの内部に組付けるための開口部である。なお、表示操作部３３については、これが
なくとも光電センサとしては成立する。
【００４０】
　図３および図４に示すように、本体ケース１０Ａの前面の所定位置には、前面開口部１
２が設けられている。図１および図３に示すように、前面開口部１２は、透光板２４によ
って覆われており、当該透光板２４をさらに覆うように、透光板用カバー１８が本体ケー
ス１０Ａに組付けられている。
【００４１】
　透光板用カバー１８は、その所定位置に窓部を有するたとえば金属製の部材からなり、
好適にはステンレス製の部材にて構成される。透光板用カバー１８は、たとえば金属板を
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プレス加工することによって製作される。
【００４２】
　透光板２４と本体ケース１０Ａとの間には、Ｏリング９１が介装されており、この状態
において透光板用カバー１８が本体ケース１０Ａに組付けられることにより、透光板２４
と本体ケース１０Ａとの間の隙間がＯリング９１によって埋め込まれている。これにより
、本体ケース１０Ａの前面開口部１２が設けられた部分において、筐体１０の内部に位置
する収容空間１１が、筐体１０の外部の空間から封止されることになる。なお、透光板用
カバー１８は、たとえばレーザ溶接によって本体ケース１０Ａに固定される。
【００４３】
　図３および図４に示すように、本体ケース１０Ａの上面の所定位置には、上面開口部１
３が設けられている。図１および図３に示すように、上面開口部１３に面する部分の収容
空間１１には、表示操作部３３が位置しており、当該表示操作部３３および上面開口部１
３が、表示用透光部材３４によって覆われている。さらに、表示操作部用カバー１９が、
表示用透光部材３４を覆うように本体ケース１０Ａに組付けられている。
【００４４】
　表示操作部用カバー１９は、その所定位置に窓部および孔部を有するたとえば金属製の
部材からなり、好適にはステンレス製の部材にて構成される。表示操作部用カバー１９は
、たとえば金属板をプレス加工することによって製作される。
【００４５】
　表示用透光部材３４と本体ケース１０Ａとの間には、Ｏリング９２が介装されており、
この状態において表示操作部用カバー１９が本体ケース１０Ａに組付けられることにより
、表示用透光部材３４と本体ケース１０Ａとの間の隙間がＯリング９２によって埋め込ま
れている。これにより、本体ケース１０Ａの上面開口部１３が設けられた部分において、
筐体１０の内部に位置する収容空間１１が、筐体１０の外部の空間から封止されることに
なる。なお、表示操作部用カバー１９は、たとえばレーザ溶接によって本体ケース１０Ａ
に固定される。
【００４６】
　表示操作部３３は、発光ダイオード（ＬＥＤ：Light Emitting Diode）等で構成された
表示部と、感度調整ボリュームや動作切換えスイッチ等を含む操作部と、これら表示部お
よび操作部を構成する各種の電子部品が実装された表示操作用回路基板とを含んでいる。
当該表示操作用回路基板は、図示しない配線等によって投受光用回路基板３０と電気的に
接続されている。なお、上述した表示用透光部材３４は、表示部から出射された光が外部
から視認可能となるように、当該光を拡散させるための部材である。
【００４７】
　図３に示すように、筐体１０の内部の空間である収容空間１１のうち、前面開口部１２
の後方の位置には、レンズ部材２０が配置されており、さらにレンズ部材２０の後方の位
置には、投受光用回路基板３０が配置されている。また、レンズ部材２０と透光板２４と
の間に位置する部分の前面開口部１２には、これらの間の距離を保つためのスペーサ４４
が配置されている。
【００４８】
　レンズ部材２０に面する側の投受光用回路基板３０の主表面のうち、その上方の位置に
は、たとえば半導体発光ダイオードや半導体レーザダイオード（ＬＤ：Laser Diode）等
からなる投光素子３１が実装されており、投受光用回路基板３０の上記主表面のうち、そ
の下方の位置には、たとえば半導体フォトダイオード（ＰＤ：Photodiode）等からなる受
光素子３２が実装されている。
【００４９】
　レンズ部材２０のうちの投光素子３１に対向する部分には、投光レンズ２１が設けられ
ており、レンズ部材２０のうちの受光素子３２に対向する部分には、受光レンズ２２が設
けられている。
【００５０】
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　これにより、光電センサ１においては、投光素子３１から出射された光が投光レンズ２
１および透光板２４を介して光電センサ１の外部の空間へと放射され、その反射光が透光
板２４および受光レンズ２２を介して受光素子３２にて検出されることになる。
【００５１】
　なお、上述したレンズ部材２０、投受光用回路基板３０ならびに表示操作部３３は、筐
体１０の内部に組付けられた各種のブラケット４１～４３等によって収容空間１１内にお
いて保持されている。
【００５２】
　投受光用回路基板３０は、その表裏面に導電パターンが形成されており、上述した投光
素子３１および受光素子３２に加えて各種の電子部品が実装されている。これにより、投
受光用回路基板３０には、各種の電気回路が設けられている。当該電気回路には、たとえ
ば、投光素子３１を駆動するための駆動回路、受光素子３２にて検出された光を光電変換
することで所定の出力信号に変換する信号処理回路、外部から供給される電力を所定の電
源仕様に変換して出力する電源回路等が含まれる。
【００５３】
　投受光用回路基板３０の下端寄りの所定位置には、後述するケーブル５０の芯線５１に
含まれる導電線５１ａが接続されるランド（不図示）が設けられている。当該ランドとケ
ーブル５０の導電線５１ａとの接続は、たとえば半田付け等によって行われ、これにより
ケーブル５０が上述した各種の電気回路に電気的に接続されることになる。したがって、
光電センサ１においては、当該ケーブル５０を介して電力の供給や外部端末に対する出力
等が行われることになる。
【００５４】
　図５は、図１に示す光電センサのケーブル接続部の拡大模式断面図である。次に、この
図５と前述の図１ないし図４とを参照して、本実施の形態における光電センサ１のケーブ
ル接続部の構成について詳説する。
【００５５】
　図１ないし図５に示すように、ケーブル５０は、導電線５１ａを含む芯線５１と、芯線
５１を覆うシース５２とからなる複合ケーブルにて構成されている。本実施の形態におい
ては、ケーブル５０が、芯線５１が４本に束ねられて１つのシース５２によって覆われて
なる複合ケーブルにて構成されている。ここで、ケーブル５０は、芯線５１を覆うととも
にシース５２によって覆われるシールド材をさらに含んでいてもよい。なお、シース５２
は、たとえば樹脂製であり、より好適にはポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）樹脂、ポリウレタン
（ＰＵＲ）樹脂およびフッ素系樹脂のいずれかにて構成される。
【００５６】
　図３ないし図５に示すように、筐体１０の後面側であってかつ下面側の位置を構成する
本体ケース１０Ａの外表面には、平面視円形の凹部１５が設けられている。当該凹部１５
の底面１５ａには、筐体１０の内部に設けられた収容空間１１と、筐体１０の外部の空間
とに連通するように、ケーブル挿通用開口部１６が設けられており、当該ケーブル挿通用
開口部１６も、平面視円形の形状を有している。また、凹部１５の底面１５ａには、ケー
ブル挿通用開口部１６を囲むように環状溝部１５ｂが設けられている。
【００５７】
　ケーブル５０は、本体ケース１０Ａに設けられたケーブル挿通用開口部１６に挿通する
ように配置されており、一端が筐体１０の内部に引き込まれて上述した投受光用回路基板
３０に電気的に接続されているとともに、他端が筐体１０の外部に引き出されている。
【００５８】
　ここで、ケーブル５０の上述した一端においては、芯線５１が露出することとなるよう
にシース５２が剥がされており、上述した投受光用回路基板３０に設けられたランドに接
続される部分の芯線５１においては、さらに導電線５１ａが露出することとなるように芯
線５１の被覆材も剥がされている。
【００５９】
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　ケーブル５０の所定位置には、筒状の形状を有するブッシュ６０が装着されている。ブ
ッシュ６０は、たとえばゴム製の部材からなり、好適には、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、水
素化ニトリルゴム（ＨＮＢＲ）、フッ素系ゴムのいずれかにて構成される。なお、ブッシ
ュとしては、ゴム製のものに限られず、ケーブル５０と筐体１０との間の隙間を封止する
ことができるものであれば、プラスチック製のものなど各種のものが利用できる。ブッシ
ュ６０は、ケーブル５０のシース５２を覆う筒状部６１と、当該筒状部６１から外側に向
けて突出して設けられた環状の鍔部６２とを有している。
【００６０】
　より詳細には、ブッシュ６０は、筒状部６１の筐体１０の収容空間１１側の内側端部６
１ａ（すなわち、ケーブル５０の上述した一端側に位置する端部）が、本体ケース１０Ａ
に設けられたケーブル挿通用開口部１６にケーブル５０と共に挿入されており、鍔部６２
の全体と筒状部６１の外側端部６１ｂの一部とが、本体ケース１０Ａの凹部１５内に位置
している。
【００６１】
　また、本体ケース１０Ａの凹部１５内には、環状形状を有する固定部材７０が嵌着され
ており、これによりケーブル５０が筐体１０に固定されている。固定部材７０は、たとえ
ば金属製の部材からなり、好適には真鍮にて構成される。固定部材７０は、円環板状の基
部７１と、当該基部７１の外縁から立設する環状突部７２とを有している。
【００６２】
　より詳細には、固定部材７０は、当該凹部１５の底面１５ａを覆うとともに、ブッシュ
６０の鍔部６２の全体と筒状部６１の外側端部６１ｂの一部とを覆うように、本体ケース
１０Ａの凹部１５に嵌め込まれており、環状突部７２の先端が凹部１５の底面１５ａに設
けられた環状溝部１５ｂに嵌まり込んでいる。
【００６３】
　ここで、ブッシュ６０は、ケーブル５０に装着された状態で当該ケーブル５０ごと、ケ
ーブル挿通用開口部１６に圧入されており、さらに固定部材７０は、ブッシュ６０を圧縮
するように凹部１５に圧入されている。
【００６４】
　これにより、固定部材７０は、ブッシュ６０の鍔部６２の全体と筒状部６１の外側端部
６１ｂの一部とをケーブル５０との間でケーブル５０の径方向において挟み込んでおり、
またブッシュ６０の鍔部６２を凹部１５の底面１５ａとの間でケーブル５０の延在方向に
おいて挟み込んでいる。したがって、これら部分においてブッシュ６０がケーブル５０お
よび本体ケース１０Ａに密着することにより、当該部分において、筐体１０の内部に位置
する収容空間１１が、筐体１０の外部の空間から封止されることになる。
【００６５】
　加えて、本実施の形態における光電センサ１においては、筐体１０の収容空間１１に含
まれる位置であってかつケーブル挿通用開口部１６に対向する位置に隔壁部１７が設けら
れている。当該隔壁部１７は、本体ケース１０Ａの内表面から立設されている。この隔壁
部１７と、ケーブル挿通用開口部１６が設けられた部分近傍の本体ケース１０Ａの壁部と
により、ケーブル５０の所定部分が挿通配置されるケーブル挿通室１１ａが形成されてい
る。
【００６６】
　ケーブル挿通室１１ａには、ケーブル５０のケーブル挿通用開口部１６から筐体１０の
内部に引き込まれた部分が配置されている。より詳細には、ケーブル挿通室１１ａには、
ケーブル５０の上述した一端側に位置するシース５２の端部５２ａが配置されており、こ
れによりケーブル挿通室１１ａには、ケーブル５０の当該端部５２ａに対応した部分と、
当該端部から引き出された部分の芯線５１とが収容されることになる。
【００６７】
　このケーブル５０の所定部分が挿通配置されたケーブル挿通室１１ａは、樹脂封止部８
０によって充填されている。樹脂封止部８０は、硬化後において高い耐候性を有する樹脂
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材料にて構成されており、たとえばエポキシ樹脂、ウレタン樹脂、充填後において発泡す
る種類のエポキシ樹脂やウレタン樹脂等が好適に利用できる。なお、樹脂封止部８０は、
たとえば、ケーブル５０の本体ケース１０Ａの固定後において、液状の樹脂材料をケーブ
ル挿通室１１ａに流し込んでこれを硬化させることによって形成することができる。
【００６８】
　ここで、ケーブル挿通室１１ａが樹脂封止部８０によって充填されることにより、ケー
ブル挿通用開口部１６を取り囲む部分の本体ケース１０Ａの内表面と、ケーブル挿通用開
口部１６から本体ケース１０Ａの内部に引き込まれた部分のケーブル５０の表面とが、樹
脂封止部８０によって連続的に覆われることになる。
【００６９】
　これにより、上述したブッシュ６０および固定部材７０を用いた封止構造に加え、当該
ブッシュ６０が配置された部分よりもさらに筐体１０の内部側の位置において、ケーブル
５０と筐体１０との境界部が樹脂封止部８０によって覆われることになる。そのため、当
該部分において、収容空間１１のうちのケーブル挿通室１１ａを除く部分が、筐体１０の
外部の空間から封止されることになる。
【００７０】
　さらには、本実施の形態においては、ブッシュ６０の筒状部６１の内側端部６１ａがケ
ーブル挿通室１１ａに面するように配置されているため、ブッシュ６０の当該内側端部６
１ａの表面と、ブッシュ６０の内側端部６１ａに隣接して位置する部分の本体ケース１０
Ａの内表面ならびにケーブル５０の表面とが、樹脂封止部８０によって連続的に覆われる
ことになる。
【００７１】
　これにより、ブッシュ６０と本体ケース１０Ａとの境界部ならびにブッシュ６０とケー
ブル５０との境界部が確実に樹脂封止部８０によって覆われることになるため、収容空間
１１のうちのケーブル挿通室１１ａを除く部分が、筐体１０の外部の空間からさらに確実
に封止されることになる。
【００７２】
　加えて、本実施の形態においては、ケーブル５０の上述した一端側に位置するシース５
２の端部５２ａがケーブル挿通室１１ａに面するように配置されているため、シース５２
の端部５２ａの表面ならびに芯線５１の表面も、樹脂封止部８０によって連続的に覆われ
ることになる。
【００７３】
　これにより、ケーブル５０の芯線５１とシース５２との境界部が樹脂封止部８０によっ
て覆われることになるため、万が一、シース５２が劣化した場合にも、ケーブル５０の内
部を伝っての水分の侵入経路が、当該樹脂封止部８０によって遮断されることになる。そ
のため、収容空間１１のうちのケーブル挿通室１１ａを除く部分が、筐体１０の外部の空
間からさらに確実に封止されることになる。
【００７４】
　以上において説明したように、本実施の形態における光電センサ１は、ブッシュ６０お
よび固定部材７０を用いた封止構造に加え、さらにケーブル５０がケーブル挿通用開口部
１６から筐体１０の内部に引き込まれた部分において局所的に形成された樹脂封止部８０
を用いた封止構造をも備えるものとなるため、従来に比してより高い封止性能を有するこ
とになる。
【００７５】
　そのため、相対的に厳しい環境下においても、十分な耐環境性を長期間にわたって確保
することが可能になる。これにより、筐体の内部に水分が侵入することが効果的に抑制で
きることになり、電気回路にショートが発生したり、光学部品の表面に結露が発生してし
まったりすることが防止可能になる。
【００７６】
　また、上述したように、局所的に樹脂封止部８０を設ける構成であるため、光学部品が
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収容される筐体１０の収容空間１１の全体を樹脂材料によって封止する必要もなく、筐体
１０の内部を通過する光が遮られてしまったり、あるいはこれが減衰してしまったりする
こともない。したがって、光学的な諸性能を十分に満足した光電センサとすることができ
る。
【００７７】
　したがって、本実施の形態における光電センサ１とすることにより、たとえば、経時的
な温度変化が激しく、かつ、切削油等の油や腐食性が高い薬品等が大量に使用されるよう
な相対的に厳しい環境下においても、十分な耐環境性を長期間にわたって確保することが
できる、耐環境性に特に優れた光電センサとすることができる。
【００７８】
　また、本実施の形態における光電センサ１においては、筐体１０の内部に隔壁部１７を
設けることによって樹脂溜まりとなるケーブル挿通室１１ａが設けられた構成であるため
、充填すべき樹脂材料の量の管理と、充填した樹脂材料によってケーブル５０が浸漬して
いるか否かの確認のみで、上述した高い封止性能を得ることができることになり、その生
産性の向上も図られることになる。
【００７９】
　さらには、本実施の形態における光電センサ１においては、ケーブル挿通用開口部１６
から筐体１０の内部に引き込まれた部分のケーブル５０が樹脂封止部８０によって覆われ
た構成であるため、ケーブル５０がブッシュ６０のみならず当該樹脂封止部８０によって
も保持されることになり、ケーブル５０が引っ張られることによるケーブル５０の脱落が
、より効果的に防止できることにもなる。
【００８０】
　なお、上述した本実施の形態における光電センサ１において、ケーブル５０のシース５
２の材質としてフッ素系樹脂を選択し、ブッシュ６０の材質としてフッ素系ゴムを選択し
、樹脂封止部８０の材質としてエポキシ樹脂を選択した場合には、非常に高い耐油性を確
保することができる。したがって、切削油等の油が大量に使用される環境下において用い
られる光電センサにおいては、この材質の組み合わせを利用することが好ましい。
【００８１】
　以上において説明した本発明の実施の形態においては、筐体の内部にケーブル挿通室が
設けられるように構成した場合を例示して説明を行なったが、必ずしもケーブル挿通室を
設ける必要はなく、単にケーブル挿通用開口部から筐体の内部に引き込まれた部分のケー
ブルの周辺に局所的に樹脂封止部を設ける構成としてもよい。
【００８２】
　また、上述した本発明の実施の形態においては、ケーブルのシースの端部が樹脂封止部
によって覆われるように構成した場合を例示して説明を行なったが、必ずしもそのように
構成する必要はなく、シースの端部が樹脂封止部から露出していてもよい。その場合には
、ケーブルの内部を伝っての水分の侵入経路が遮断できないことになるが、ブッシュとケ
ーブルとの境界部ならびにブッシュと筐体の境界部を伝わっての水分の侵入を従来に比し
て高める効果は得られることになる。また、シース自体を高い耐候性を有する部材にて構
成することにより、ケーブルの内部を伝っての水分の侵入をこれによって防止することも
できる。
【００８３】
　また、上述した本発明の実施の形態においては、ブッシュが筐体に設けられた凹部のみ
ならずさらにケーブル挿通用開口部にまで挿入されるように構成するとともに、ブッシュ
に鍔部を設けることでブッシュがケーブルの延在方向においても固定部材と筐体とによっ
て挟み込まれるように構成した場合を例示して説明を行なったが、必ずしもそのように構
成する必要はなく、単にブッシュが固定部材とケーブルとのみによって挟み込まれるよう
に構成されていてもよい。
【００８４】
　また、上述した本発明の実施の形態においては、筐体の外表面に凹部を設けるとともに



(12) JP 2017-157760 A 2017.9.7

10

20

、当該凹部の底面にケーブル挿通用開口部を設けるように構成した場合を例示して説明を
行なったが、必ずしもケーブル挿通用開口部が凹部に設けられている必要はなく、特に凹
部が設けられていない筐体の外表面にケーブル挿通用開口部を設けるように構成してもよ
い。その場合には、固定部材が凹部に嵌着されることなく筐体に固定されるようにしても
よいし、あるいは固定部材をそもそも設置しないように構成してもよい。いずれの場合に
おいても、ブッシュが筐体とケーブルとに密着することでケーブルと筐体との間の隙間が
当該ブッシュによって封止されていればよい。
【００８５】
　また、上述した本発明の実施の形態においては、反射型の光電センサに本発明を適用し
た場合を例示して説明を行なったが、本発明の適用対象はこれに制限されるものではなく
、本発明は、他の形式の光電センサや光電センサ以外の光学電子機器にも当然にその適用
が可能である。
【００８６】
　このように、今回開示した上記実施の形態はすべての点で例示であって、制限的なもの
ではない。本発明の技術的範囲は特許請求の範囲によって画定され、また特許請求の範囲
の記載と均等の意味および範囲内でのすべての変更を含むものである。
【符号の説明】
【００８７】
　１　光電センサ、１０　筐体、１０Ａ　本体ケース、１０Ｂ　本体カバー、１１　収容
空間、１１ａ　ケーブル挿通室、１２　前面開口部、１３　上面開口部、１４　側面開口
部、１５　凹部、１５ａ　底面、１５ｂ　環状溝部、１６　ケーブル挿通用開口部、１７
　隔壁部、１８　透光板用カバー、１９　表示操作部用カバー、２０　レンズ部材、２１
　投光レンズ、２２　受光レンズ、２４　透光板、３０　投受光用回路基板、３１　投光
素子、３２　受光素子、３３　表示操作部、３４　表示用透光部材、４１～４３　ブラケ
ット、４４　スペーサ、５０　ケーブル、５１　芯線、５１ａ　導電線、５２　シース、
５２ａ　端部、６０　ブッシュ、６１　筒状部、６１ａ　内側端部、６１ｂ　外側端部、
６２　鍔部、７０　固定部材、７１　基部、７２　環状突部、８０　樹脂封止部、９１，
９２　Ｏリング。
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